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無錫德松科技有限公司の持分取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

当社は、2023 年８月２日開催の取締役会において、当社の持分法適用関連会社である無錫德松

科技有限公司（董事長：瀬脇 信寛、本社：中国江蘇省無錫市）の出資持分のすべてを取得し子会

社化することについて代表取締役社長に一任する決議を行い、本日その意思決定がなされました

ので、下記のとおりお知らせいたします。 

また、無錫德松科技有限公司の資本金が当社資本金の 100 分の 10 以上であるため、当社の特定

子会社に該当いたします。 

 

記 

 

１．持分取得の理由 

  無錫德松科技有限公司の所在地である中華人民共和国江蘇省無錫市新呉区周辺は、都市化や

商業用地化が進み区画整理の対象となっており、無錫市当局より、2023 年９月 30 日までに現

所在地からの立ち退きを要求されております。また、同社が行っている特殊潤滑油の生産は、

現在浙江省海寧市に建設中の莫莱斯柯（浙江）功能材料有限公司に、順次移管していく予定と

しております。このような中、中国における事業再編の一環として同社を完全子会社化するこ

とといたしました。 

 

２．異動する子会社の概要 

（1）名称 無錫德松科技有限公司 

（2）所在地 中国江蘇省無錫市新呉区長江路 28 号 

（3）代表者の役職・氏名 董事長 瀬脇 信寛 

（4）事業内容 特殊潤滑油の製造 

（5）出資金 ３百万米ドル 

（6）設立年月日 2001 年３月 

（7）株主および持分比率 当社 50％ 德淵科技有限公司 50％ 

（8）当社と当該会社との関係 資本関係 当社の持分法適用関連会社であります。 

人的関係 当社役員２名および当社従業員１名が役員

を兼任しております。 

取引関係 当社から材料の支給取引があります。 

 



（9）当該会社の最近３年間の経営成績および財政状態 

決 算 期 2020 年 12 月期 2021 年 12 月期 2022 年 12 月期 

純 資 産 51,927 千人民元 

（825 百万円） 

36,090 千人民元 

（652 百万円） 

36,818 千人民元 

（700 百万円） 

総 資 産 57,445 千人民元 

（913 百万円） 

39,742 千人民元 

（718 百万円） 

42,023 千人民元 

（799 百万円） 

売 上 高 87,225 千人民元 

（1,345 百万円） 

44,192 千人民元 

（757 百万円） 

46,611 千人民元 

（909 百万円） 

営 業 利 益 1,139 千人民元 

（18 百万円） 

△1,831 千人民元 

（△31 百万円） 

187 千人民元 

（４百万円） 

経 常 利 益 1,871 千人民元 

（29 百万円） 

△1,131 千人民元 

（△19 百万円） 

683 千人民元 

（13 百万円） 

当 期 純 利 益 1,385 千人民元 

（21 百万円） 

△1,116 千人民元 

（△19 百万円） 

714 千人民元 

（14 百万円） 

 

３．取得の相手先の概要 

（1）名称 德淵科技有限公司 

（2）所在地 Offshore Chambers，P.O.Box217, Apia，Samoa 

（3）当社と当該会社との関係 資本関係 特筆すべき事項はございません。 

人的関係 特筆すべき事項はございません。 

取引関係 特筆すべき事項はございません。 

 

４．取得価額および取得前後の所有の状況 

（1）異動前の出資持分 50％ 

（2）取得する出資持分 50％ 

（3）取得価額 取得価額：22,640 千人民元（約 453 百万円） 

なお、当該取得価額につきましては、時価純資産価額方

式を参考にしつつ双方の協議により決定しております。 

（4）異動後の出資持分 100％ 

 

５．異動の日程 

（1）取締役会決議日 2023 年８月２日 

（2）持分譲渡契約締結日 2023 年８月 28 日 

（3）持分譲渡実行日 2023 年 10 月（予定） 

 

６．今後の見通し 

  無錫德松科技有限公司の持分のすべてを取得し子会社としますが、無錫市からの立退きを要

請されていることや将来的に莫莱斯柯（浙江）功能材料有限公司に事業の移管を予定している

ため、持分の取得後も同社をこれまでと同様に持分法適用会社として扱う予定です。また、本

持分の取得による 2024 年２月期の当社の業績に与える影響は軽微であると見込んでおります

が、開示すべき事項が生じた場合には速やかにお知らせいたします。 

以 上 

 


